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第 1 章 国際貿易の概観 

 1-1  以下の図 A1-1 は，財務省貿易統計から得られる日本の対中国・対アメリカの輸

出入総額を，2000 年から 2011 年について示したものである。2006 年にはアメリカとの

貿易総額が 24.8 兆円，中国との貿易総額が 24.6 兆円とわずかにアメリカが上回っていた

が，2007 年にはそれぞれ 25.2 兆円と 27.9 兆円と，中国との貿易総額が上回った。なお，

2011 年ではそれぞれ 15.9 兆円と 27.5 兆円と，差は開く傾向にある。 

 

図 A1-1 日本と中国・アメリカとの輸出入総額 

 

 （出所） 財務省貿易統計ウェブサイト（http://www.customs.go.jp/toukei/index.htm）。 

 

 1-2  財務省貿易統計の「輸出入額の推移（主要品目別）」には，主要品目毎の輸出入数

量と輸出入金額の推移がまとめられている。まず，このデータから日本の輸入総額と鉱

物性燃料の輸入額を 1988 年から 2011 年について抜き出し，鉱物性燃料が輸入総額に占

める比率を求めた。次に，原油価格の推移については，各種の統計があるが，ここでは

同じデータで鉱物性燃料の下位分類である「原油及び粗油」を用いて，同期間の輸入数

量と輸入金額のデータから求めた毎年の輸入単価を指標として用いた。図 A1-2 は，この

ようにして得られた，輸入総額に占める鉱物性燃料の割合と，「原油及び粗油」1 キロリ

ットル当たりの価格の散布図である。 
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図 A1-2 原油価格と日本の輸入に占める鉱物性燃料の割合 

 

 （出所） 財務省貿易統計ウェブサイト（http://www.customs.go.jp/toukei/index.htm）。 

 

 輸入総額に占める鉱物性燃料の割合は，1990 年代後半では 20％を下回っていたが，こ

の期間は輸入原油単価も 1キロリットル当たり 15,000 円を切る水準であった。しかしそ

の後，2000 年代に入って原油価格は高騰し，それに伴って輸入総額に占める鉱物性燃料

の割合も上昇した。2008 年には，輸入原油単価は 1 キロリットル当たり 67,000 円超と

なり，輸入総額に占める鉱物性燃料の割合も 35%に達した。「原油及び粗油」の輸入数量

の増減は価格の増減と比較すると小さいため，鉱物性燃料の輸入総額に占める割合は原

油価格に強く連動する。 

 

 1-3  日本の商品・サービス貿易収支の対 GDP 比が最も高かったのは，1986 年の 3.9％
であった。また，10 年ごとの平均を見ると，1960 年代は 0.4％，70 年代は 0.9％，80 年

代は 1.9％と増加し，その後 90 年代は 1.5％，2000 年代は 1.2％と低下した。 

 

 1-4  次ページの表 A1-1 は，日本銀行が集計・推計した，2001 年から 2006 年の日本

の国際収支総括表である。これを見ると，投資収支が 2003 年には 8.2 兆円の流入超，2004
年にも 2.3 兆円の流入超となっている。これは，この両年に日本の通貨当局が円高を止め

るために巨額の円売りドル買い介入を行ったためである。 
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表 A1-1 日本の国際収支（2001～06 年） 

（単位：億円） 

        2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 

経常収支   106,523  141,397  157,668  186,184  182,591  198,488  

  

  

  

  

  

  

  

貿易サービス収支 32,120  64,690  83,553  101,961  76,930  73,460  

 
貿易収支 84,013  115,503  119,768  139,022  103,348  94,643  

  
輸出 465,835  494,797  519,342  582,951  626,319  716,309  

  
輸入 381,821  379,294  399,575  443,928  522,971  621,665  

 
サービス収支 -51,893  -50,813  -36,215  -37,061  -26,418  -21,183  

所得収支 84,007  82,665  82,812  92,731  113,817  137,457  

経常移転収支 -9,604  -5,958  -8,697  -8,509  -8,157  -12,429  

資本収支   -61,726  -84,775  77,341  17,370  -140,068  -124,665  

  投資収支 -58,264  -80,558  82,014  22,504  -134,579  -119,132  

  その他資本収支 -3,462  -4,217  -4,672  -5,134  -5,490  -5,533  

外貨準備増減 -49,364  -57,969  -215,288  -172,675  -24,562  -37,196  

誤差脱漏   4,567  1,348  -19,722  -30,879  -17,960  -36,627  

 （出所） 財務省国際収支ウェブサイト 

      （http://www.mof.go.jp/international_policy/reference/balance_of_payments/bpnet.htm） 

 

 外貨準備は，2003 年に 22 兆円，2004 年にも 17 兆円増加しており，前後の為替介入

を行わなかった年と比べて増加額が際立っている（円売りドル買い介入を行わなくても，

保有する外貨準備はほとんどを外債で運用しているので，その利子収入で外貨準備は増

加する）。第 1 章の表 1-6（教科書 26 ページ）の事例 6 で見たように，円売りドル買いの

介入を行うと，売った円は投資収支の「貸方」（＋）に記録される。2003 年と 2004 年は

この額が巨額であったため，通常日本の投資収支は流出超であるが，この両年は投資収

支が流入超となった。 

  

http://www.mof.go.jp/international_policy/reference/balance_of_payments/bpnet.htm
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第 2 章 国際貿易の経済分析 

 2-1  

 (1) 図A2-1参照。 
図A2-1 練習問題2-1 

 

 (2) S とD が等しくなる 𝑝𝑝 である均衡価格は160ドル，この価格のときの生産量と消費

量は40トン。 
 (3) 消費者余剰は1,600ドル，生産者余剰は1,600ドル，総余剰は3,200ドル。 
 (4) 貿易開始後の国内均衡価格は100ドル。 
 (5) 国内生産量は10トン，国内需要量は70トン，輸入量は60トン。 
 (6) 消費者余剰は上図の面積分 dcba +++ で4,900ドル，生産者余剰は上図の面積分e 

で100ドル。なお，総余剰は両者の合計の5,000ドル。 
 (7) 総余剰の変化分は1,800ドル。 
 (8) 消費者の利益を生産者へ移転する政策。 

 

 2-2  

 (1) 自国の均衡価格は160ドル（解答2-1 (2) を参照），外国の均衡価格は80ドル。 
 (2) 自国の各余剰は，解答2-1 (3) を参照。外国については，消費者余剰が900ドル，生

産者余剰が900ドル，総余剰が1,800ドル。 
 (3) 閉鎖経済では外国の方が自国よりもこの農産物の価格は安いので，自由貿易が行わ

れれば外国が輸出する。 
 (4) 自由貿易のもとでのこの農産物の均衡価格は，自国の輸入量と外国の輸出量が等し

くなり，かつ自国での価格 Hp と外国での価格
Fp が等しくなるように決まる。自国の
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輸入需要曲線
HIM は 160+−=−= HHHH pSDIM ，外国の輸出供給曲線

FEX は

80−=−= FFFF pDSEX である。ここで，自由貿易下の均衡価格を ∗p とすると，

均衡では 80160 −∗=+∗− pp が成り立つことから， 120=∗p (ドル) が得られる。 
 (5) 自国の消費者余剰は3,600ドル，生産者余剰は400ドル，総余剰は4,000ドル。外国の

消費者余剰は100ドル，生産者余剰は2,500ドル，総余剰は2,600ドル。 
 (6) 自国は総余剰が800ドル増加し，外国は800ドル増加する。 

 

 2-3  

 (1) 問題1-1 (5) の解答を用いると，農産品は輸入され，輸入量は60トンとなる。貿易収

支の均衡から，農産品の相対価格×農産品の輸入量＝工業品の輸出量となるので，工

業品の輸出量は6,000トンとなる。 
 (2) 農産品は輸入財なので，農産品の相対価格の下落は交易条件の改善を意味する。ま

た，相対価格が10だけ下落し，輸入数量が70トンになるので，工業品で表した総余剰

の増加分は650トンとなる。 
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第 3 章 生産技術と貿易パターン 
 

 3-1  

 (1) 生産要素は1つのみ（ここでは労働），規模に関して収穫一定，完全競争。 

 (2) A国は第2財に比較優位を持つ。 

 (3) A国は第1財，第2財ともに絶対優位を持つ。 

(4) 閉鎖経済では第1財と第2財がともに生産されているので，𝑃𝑃1 = 4𝑊𝑊かつ𝑃𝑃2 = 2𝑊𝑊。 

 (5)  A国では2（＝4/2），B国では1（＝10/10）。 

 (6) (i) 第1財の生産は行われない（第2財に完全特化）。(ii) 両財とも生産される。(iii)
第2財の生産は行われない（第1財に完全特化）。 

 (7) 1以上，2以下。 

 (8) まず，A 国では第 2 財が閉鎖経済下でも自由貿易下でも生産されているので，

WP 22 = が常に成立している。名目賃金率 W によって購入できる第 2 財の量，すな

わち第 2 財で表した実質賃金率を 22 PWw = とすると， 212 =w となり，貿易前も貿

易後も第 2 財で表した A 国労働者の実質賃金率は変化しないことがわかる。また，名

目賃金率 W によって購入できる第 1 財の量，すなわち第 1 財で表した実質賃金率を

11 PWw = とすると， 211 PPp = より， 1211 21 pPpWw == となる。完全特化の場

合には，A 国では 1p が貿易開始後に 2 から下落するので，第 1 財で表した A 国労働者

の実質賃金率は上昇する。また，不完全特化の場合には，自由貿易下の 1p は閉鎖経済

下と同じ 2 であるので，実質賃金率は変化しない。 
   同様に，B 国では第 1 財が閉鎖経済下でも自由貿易下でも生産されているので，

WP 101 = が常に成立している（変数名で A 国と B 国を区別していないが，それによ

って読者が混乱することはないだろう）。第 1 財で表した実質賃金率は 1011 =w とな

り，貿易前も貿易後も第 1 財で表した B 国労働者の実質賃金率は変化しないことがわ

かる。また，第 2 財で表した実質賃金率は 101112 pPWpw == となる。完全特化の

場合には，B 国では 1p が貿易開始後に 1 から上昇するので，第 2 財で表した B 国労働

者の実質賃金率は上昇する。また，不完全特化の場合には，自由貿易下の 1p は閉鎖経

済下と同じ 1 であるので，実質賃金率は変化しない。 
 

 3-2  次ページの図 A3-1 は，第 2 章の図 2-2 の縦軸を第 1 財の相対価格とし，世界市

場の図を省略したものである。本章第 3 節の解説から，自国の貿易利益は ba + ，外国の

貿易利益は dc + となることがわかる。そこで，自国および外国の貿易利益が発生する理

由を，消費利益と生産利益に分けて考えよう。 
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図 A3-1 練習問題 3-2 

 

 自国では，貿易によって第 1 財の相対価格が下落する。したがって，閉鎖経済のとき

と比べて，第 1 財の国内生産は減少し，国内消費は増加する。面積分a は生産利益であ

り，国内生産がより効率的な外国の生産者の供給に代替したことによって生じている。

実際，この領域において，自国の第 1 財の生産者の限界費用は海外の企業の限界費用（国

際相対価格）よりも高い。したがって，自国の国民は国内生産を輸入に代替することよ

って，より安価に第 1 財を消費することができる。また，面積分b は消費利益である。

これは，貿易によって第 1 財をより安価に購入・消費することができるようになったこ

とから生じている。貿易下では国際相対価格分の第 2 財を犠牲にする（支払う）ことに

よって第 1 財を 1 単位手に入れることができる。この領域では，第 2 財で表した限界支

払い意志額がそれを上回っているので，消費を増やすことで利益を得ることができる。 
 外国では，貿易によって第 1 財の相対価格が上昇する。したがって，閉鎖経済のとき

と比べて，第 1 財の国内生産は増加し，国内消費は減少する。面積分cは消費利益である。

貿易下では第 1 財の消費を 1 単位犠牲にすることによって，第 2 財をその国際相対価格

分だけ手に入れることができる。したがって，第 1 財の消費を第 2 財の消費に振り向け

ることで得られる利益が面積分cとなっている。また，面積分d は生産利益である。この

領域では国際相対価格，すなわち貿易下で第 1 財を輸出することによって得られる（第 2
財で表した）収益が，その限界費用を上回っている。したがって，第 1 財の国内生産を

増加させ，輸出を行うことで，生産から生じる利益は増加する。 

 

 3-3  分析結果は表 A3-1 にまとめられている。見方は本文の表 3-4 と同様である。ア

メリカと中国，そしてアメリカと韓国の対世界貿易の例では，確かにアメリカの比較優

位財の機会費用はアメリカの方が低く，リカード・モデルの予想と同じであった。しか

し，中国と韓国の対世界貿易では，財の機会費用が両国でほぼ等しくなり，大小関係で

はリカード・モデルの予想と逆になった。本文中で紹介した分析方法はかなり単純化し

たものであるとはいえ，この結果はリカード・モデルが貿易構造をすべて説明できるわ

自国市場 外国市場

数量
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けではないことを示している。 

 

表 A3-1 練習問題 3-2 

 (1) アメリカと中国の労働投入係数 

 
  

アメリカの 

比較優位財 

中国の 

比較優位財 

アメリカの比較優位財の

機会費用 

 
アメリカ 5.3   8.1  0.65  

 
中国 80.1  99.7  0.80  

     
 (2) アメリカと韓国の労働投入係数 

 
  

アメリカの 

比較優位財 

韓国の 

比較優位財 

アメリカの比較優位財の

機会費用 

 
アメリカ 5.4  8.0  0.68  

 
韓国 11.0  10.3  1.07  

     
 (3) 中国と韓国の労働投入係数 

 
  

中国の 

比較優位財 

韓国の 

比較優位財 

中国の比較優位財の 

機会費用 

 
中国 99.4  80.5  1.24  

 
韓国 11.7  9.6  1.22  
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第 4 章 生産要素の供給と貿易パターン 
 

 4-1  

 (1) 労働市場の需給一致条件は， 13
1

3
1 =+ yx ，またはこの式を変形して 3+−= xy 。 

資本市場の需給一致条件は， 22
1 =+ yx ，またはこの式を変形して 22

1 +−= xy 。 

 (2) 図A4-1参照 

図A4-1 練習問題4-1 

 

 

 (3) A, B, C の場所については図A4-1を参照。(i) 労働市場では需給が一致して失業者は

存在していないが，資本市場においては遊休資本が存在している。(ii) 両生産要素市場

で需給が一致し，労働も資本もすべて生産に用いられている。(iii) 資本市場では需給

が一致しているが，労働市場では失業者が存在している。 
 (4) その経済で与えられた技術と生産要素賦存量のもとで，最も効率的に生産を行った

ときの生産の組合せ。 
 (5) 図A4-1の太い線。 
 (6) X財は2単位，Y財は1単位。 

 

 4-2  

 (1) X財が資本集約的。B国が資本豊富国。 
 (2) A国では，X財を100単位，Y財を100単位生産する。B国では，X財を200単位，Y財

を50単位生産する。 
 (3) 財の価格を一定とするとき，資本（労働）の供給量の増加は資本（労働）集約的な
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財の供給を増大させ，もう一方の財の供給量を減少させる。 
 (4) A国では1.5，B国では1。 
 (5) A国はY財に，B国はX財に，それぞれ比較優位を持つ。 
 (6) 2国間で生産技術や選好が同一であるならば，各国はその国に相対的に豊富に存在す

る生産要素を集約的に用いる財に比較優位を持ち，貿易が行われるとその財を輸出す

る。 
 (7) X財の均衡相対価格は1.25になる。自由貿易を行うことで，A国ではX財の相対価格

が1.5から1.25に低下し，X財の国内需要が150単位となり，国内の生産量が100単位な

ので，B国から50単位輸入する。また，B国ではX財の相対価格が1から1.25に上昇し，

X財の国内需要が150単位となり，国内の生産量が200単位なので，A国に50単位輸出す

る。 
 (8)  X財については RW 290 += ，Y財については RW += 260 。ただし，W は賃金率，

R は資本レンタルで，単位はそれぞれ円ある。 
 (9) 賃金率は10円，資本レンタルは40円。 

 (10) X財の価格が75円になると，(8), (9)と同様の計算から，賃金率は15円，資本レンタ

ルは30円となる。名目値では，賃金率は上昇し，資本レンタルは低下する。X財価格で

評価した実質値で考えても，賃金率は 9
1

90
10 = から 5

1
75
15 = まで上昇し，資本レンタルは

9
4

90
40 = から 5

2
75
30 = まで低下している（なお，Y財価格は変化していないので，Y財価格

で評価した実質値の変化率は名目値の変化率と同じである）。 

 (11) 労働集約的な（資本集約的な）財の価格上昇は，実質賃金率を上昇（低下）させ，

実質資本レンタルを下落（上昇）させる。 
 (12) 資本を保有しない労働者の実質所得は低下する。資本豊富国が貿易を始めると，資

本集約的な財の相対価格が上昇する。これにより，実質資本レンタルが上昇し，実質

賃金率が下落する（ストルパー = サミュエルソン定理）からである。なお，この設定

では資本豊富国はB国であるので，A国と自由貿易を行うと，B国内の所得分配はこの

ような影響を受ける。 

 

 4-3  分析結果は表A4-1にまとめられている。見方は表4－2と同様である。アメリカと

中国の対世界貿易の例では，アメリカは中国と比べて資本豊富国であるので，アメリカ

の比較優位財の方が中国の比較優位財よりも資本・労働比率が高いことがモデルから予

想される。これはデータと合致する。中国（労働豊富国）と韓国（資本豊富国）でも同

様の結果となっている。しかし，アメリカ（資本豊富国）と韓国（労働豊富国）の例で

は，韓国の比較優位財の方が資本集約的であり，ヘクシャー = オリーン・モデルの予想

と異なる結果になった。 
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表 A4-1 練習問題 4-3 

 (1) アメリカと中国の比較優位財の資本・労働比率 

 
  

アメリカ 

（資本豊富国）の 

比較優位財 

中国 

（労働豊富国）の 

比較優位財 

 
資本・労働比率 0.12 0.11 

    
 (2) アメリカと韓国の比較優位財の資本・労働比率 

 
  

アメリカ 

（資本豊富国）の 

比較優位財 

韓国 

（労働豊富国）の 

比較優位財 

 
資本・労働比率 0.10 0.13 

    
 (3) 中国と韓国の比較優位財の資本・労働比率 

 
  中国 韓国 

 
  （労働豊富国）の （資本豊富国）の 

 
  比較優位財 比較優位財 

 
資本・労働比率 0.08 0.15 
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第 5 章 産業内貿易と新貿易理論 
 

 5-1  

 (1) 産業内貿易指数を小数点以下3桁まで記すと，1990年では0.167，2000年では0.612，
2010 年では 0.853 である。これは，図 5-2（132 ページ）の数字と同じものである。 

 (2) 産業内貿易指数を小数点以下3桁まで記すと，1990年では0.167，2000年では0.606，
2010年では0.673である。1990年の数字は (1) の結果と同じであるが，2000年と2010
年の数字は (1) よりも小さい。 

 (3) EXi = ∑j EXij，IMi = ∑j IMijのときに，|EXi – IMi|≦∑j|EXij –IMij|が成り立つから

である。すべての jについてEXij – IMijの符号が等しい場合は，この両辺は等しくなる。

問題の事例では，1990 年がその場合である。しかし，EXij – IMij の符号が財 j によっ

て異なる場合に|EXi – IMi|を計算すると，ある財での EXij – IMijのプラスと別の財で

の EXij – IMijのマイナスが一部相殺されるため，|EXi – IMi|は∑j|EXij – IMij|よりも

小さくなる。問題の事例では，2000 年と 2010 年がその場合である。 
 (4) テレビ，ラジオ，音響機器，マイクロフォン，放送用機器などが同じメーカーによ

って生産されている，またはこれらの生産に必要とされる技術や設備が類似している

ことから，同じ産業に属すると考えられる場合は，(1) 式で良いであろう。それに対し

て，これらの機器がそれぞれ異なるメーカーによって生産されている，または生産に

必要とされる技術や設備が大きく異なる場合には，それぞれが異なる産業を構成する

と考えられ，(3) 式を用いる方が適切である。適切な産業の範囲は，分析目的・視角に

よって変わりうる。 
なお，産業内貿易指数を計算する場合，通常は SITC や HS（Harmonized System）

といった分類項目でまとめられた貿易額を用いるが，この貿易分類は適切な産業分類

に常に対応しているわけではないことに留意が必要である。また，1 つの産業にどの品

目まで含めるかは，分析目的にも依存する。たとえば，財の品質の違いを考慮し，外

国と比べて高品質・高付加価値な商品を輸出している産業を特定したい場合には，輸

出財と輸入財の単価を見る必要がある。生産工程の分業を分析するため，自動車の完

成車メーカーと部品メーカーを別の産業に属すると扱う場合には，輸送機械に関する

貿易品目を最終品と部品に分ける必要がある。 
 

 5-2  需要曲線の傾きと平均費用曲線の傾きが等しいことから，
2// yfyp −=ΔΔ とな

る。また，価格と平均費用が等しいことから， yfcp /+= となる。この 2 式より，「限

界収入＝限界費用」の条件である cyypp =+ )/( ΔΔ が導出される。 

 

 5-3  

 (1) 自国企業は当該財の自国市場を独占しているので， yD =
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yp −=100 となるので，総収入から総費用を引いた利潤は yyy 10)100( −−=π とな

る。 

 (2) 利潤π を生産量 y で微分すると y290 − となる。利潤の極大値ではこれが0になるの

で，それを満たすのは y が45（個）のときである。また，このとき，価格 p は55（円）

となる。 

 (3) 消費者余剰は1,012.5円，生産者余剰はこの場合は企業利潤と等しく2,025円，両者

の合計である総余剰は3,037.5円となる。 

 (4) 自国企業の利潤は { } { } )~(10~)~~(100)(100 yyyyyyyy FF +−+−++−=π ，外国企

業の利潤は { } { } )~(10~)~~(100)(100 FFFFFFF yyyyyyyy +−+−++−=π 。 

 (5) 自国市場における自国企業の反応曲線は，利潤π を生産量 y で偏微分した式が0とな

る条件より得られた 452
1 +−= Fyy を図示したものである。また，自国市場における

外国企業の反応曲線は，利潤 Fπ を生産量
Fy で偏微分した式が0となる条件より得られ

た 452
1 +−= yy F を図示したものである。 

 (6) 452
1 +−= Fyy と 452

1 +−= yy F を連立させて解くと， 30== Fyy 個が得られる。

自国市場への総供給量は60個になるので，国内価格は40円となる。 

 (7) 消費者余剰は1,800円，生産者余剰はこの場合も企業利潤と等しく，自国市場と外国

市場からの利益がともに900円なので，合計して1,800円，総余剰は3,600円となる。な

お，ここでは外国市場における供給量や価格は計算していないが，市場構造は自国市

場と対称的なので，上の問題で計算した自国市場での供給量や価格を用いることがで

きる。 
 (8) 貿易構造については，自国も外国も同質財の産業内貿易を行っている。貿易利益に

ついては，競争促進効果による消費者余剰の増加分が，生産者余剰の減少分を上回り，

総余剰が増加している。 
 

 5-4  

 (1) Y が 0 のとき，
1
La ＝1 となる。これより，第 1 財の生産量が 0 のときの第 1 財の相

対価格は 1 以下となる。 

 (2) 第 2 財が生産されないとき，すべての労働は第 1 財の生産に投入されるので，その

ときの生産量を 1Y とすると， 1Y と Lには LYaL =1
1

より LYLLY =+ )2/(2 11 という関係

が成り立つ。これを解くと LY 21 = となり， 2/11 =La を得る。これより，第 2 財の生

産量が 0 のときの第 1 財の相対価格は 2/1 以上となる。 
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 (3) 第 1 財の最大可能生産量 1Y の半分を 1Y とすると， LY 21 = より LY =1 となり，

3/2)2/(21 =+= LLLaL を得る。すなわち，閉鎖経済のときに第 1 財が 1Y だけ生産さ

れているのは，第 1 財の相対価格が 3/2 のときである。なお， 1Y の生産に必要な労働

量を 1L とすると， 1Y と 1L には 11
1 LYaL = より 111 )2/(2 LYLLY =+ という関係が成り立つ。

ここに LY =1 を代入すると， 3/21 LL = となる。これは，全労働量を投入した第 1 財

の最大可能生産量の半分を生産するには，全労働量の 3/2 が必要であることを意味す

る。 

 (4) 第 4 節の「自由貿易」の項（159 ページ）と同じ議論が成り立つことが確認できる

であろう。 

 

 5-5  以下の図A5-1は，図5-13と同じものである。 

 
図 A5-1 練習問題 5-5 

 
 この国の総余剰は，（消費者余剰）＋（生産者余剰）－（追加的な社会的費用）である。

貿易後も第 1 財の相対価格は変化しないので，消費者余剰も変化しない。他方，残りの 2
項を変形すると，（収入）－（社会的費用）となる。社会的費用は，社会的限界費用の下

方の面積分で表される。 
 この国は，貿易後に第 2 財の生産に完全特化し，第 1 財はまったく生産しない。した

がって，閉鎖経済のときに発生していた第 1 財の収入から社会的費用を差し引くと，面

積分 fg − となる。図 A5-1 の fg − がプラスであるとしよう。貿易によって，第 1 財が

生産されなくなると，第 1 財の収入も社会的限界費用も 0 となる。したがって，閉鎖経

済のときに得ていた fg − 分の余剰を失うことになり，貿易によって損失を被る（もちろ

ん， fg − がマイナスの値になっているときは，貿易利益を得る）。 
  

相対価格

第1財の量

1p

1
p

O

f
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S
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第 6 章 関税政策の基礎分析 
 

 6-1  

 (1) A国でもB国でも，1,000－800＝200 (ドル)。 
 (2) A国では，(1+0.2)1,000－(1+0.2)800 = 240 (ドル)。B国では，(1+0.1)1,000－

(1+0.05)800 = 260 (ドル)。 
 (3) A国では，(240 – 200)/200 = 20 (%)。B国では，(260 – 200)/200 =30 (%)。 
 (4) B国の課す名目関税の方がA国の課す名目関税より低いのに，結果としてB国の方が

有効保護率は大きくなっている。本問の設例はタリフ・エスカレーションに該当する。 
 

 6-2  

 (1) 農産品の価格は1トン120ドル，国内生産量は20トン，国内需要量は60トン。 
 (2) 消費者余剰は3,600ドル，生産者余剰は400ドル，関税収入は800ドル，これらの合

計である総余剰は4,800ドル。 
 (3) 国内生産量は10トン増加する。生産者余剰は300ドル増加する。総余剰は200ドル減

少する。 
 

 6-3  

 (1) 自国の輸入需要曲線
HIM は

HHHH pSDIM −=−= 160 となる。また，外国の輸出

供給曲線
FEX は， 80−=−= FFFF pDSEX となる。 20+= FH pp を代入して

FH EXIM = を満たす
Fp を求めると， 110=Fp (ドル) が得られる。 

 (2) 自国の国内価格は 130 ドル，国内生産量は 25 トン，国内需要量は 55 トン。 
 (3) 外国の国内価格は 110 ドル，国内生産量は 45 トン，国内需要量は 15 トン。 
 (4) 関税を賦課したときの自国の消費者余剰は 3,025 ドル，生産者余剰は 625 ドル，関

税収入は 600 ドル，これらの合計である総余剰は 4,250 ドル。 
 (5) 250ドル増加する。 
 (6) 交易条件効果が存在するから。 
 (7) 自由貿易から関税賦課に政策を変更することで，自国の総余剰は本文中の図6-3の面

積分 )( fdi +− ，または図A6-1の面積分 ba − だけ変化する。ここでは面積分 ba − を，

自国の輸入需要曲線
HIM と外国の輸出供給曲線

FEX を用いて，数式で表すことにす

る。 
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図 A6-1 練習問題 6-3 

 

 自国の課す従量税を t とすると， tpp FH += ，
HH pIM −=160 ， 80−= FF pEX

より，
FH EXIM = を満たす

Fp と
Hp は，それぞれ 2120 tFp −= と 2120 tHp += とな

る。自由貿易のときの国際価格は 120 ドル，貿易量は 40 トンであるので，関税によっ

て増加する面積分 a の面積は )40()120( 22
ttFF EXp −=− ，関税によって減少する面積

分 b の面積は， 8
22/)40)(120( tHH IMp =−− となる。前者から後者を引いた総余剰の

変化分は， 8
3 220 tt − (ドル)となる。 

 最適関税 opt は，総余剰の変化分を t で微分した 8
620 t− が 0 となるような t であり，

3
80=opt ドルと求まる。この値を総余剰の変化分 8

3 220 tt − に代入すると， 3/800 ドルと

なる。これが，最適関税を賦課したことによる，自由貿易のときからの自国の総余剰

の増加分である。 
 
 (8)  3

80=opt ドルのとき， 3
320=Fp ドルとなるので，最適関税の従価税率

Fop pt / は0.25
（25％）となる。このとき，貿易量M は 3

80=M トンとなる。また， 80−== FF pEXM
より，

Fp が1ドル変化すれば M も1トン変化する，すなわち MpF ΔΔ = である。こ

れより， 25.0/ =MppM FF ΔΔ となる。 
 また，外国の輸出供給の価格弾力性は、(𝑝𝑝𝐹𝐹/𝐸𝐸𝑋𝑋𝐹𝐹)(𝛥𝛥𝛥𝛥𝑋𝑋𝐹𝐹/𝛥𝛥𝑝𝑝𝐹𝐹)と表される。ここで，

3
80=opt ドルのとき， 3

320=Fp ドル，𝐸𝐸𝑋𝑋𝐹𝐹 = 𝑝𝑝𝐹𝐹 − 80 = 80/3となる。また，外国の輸出

供給曲線
FEX の式より，Δ𝑝𝑝𝐹𝐹 = Δ𝐸𝐸𝑋𝑋𝐹𝐹であるので，Δ𝐸𝐸𝑋𝑋𝐹𝐹/Δ𝑝𝑝𝐹𝐹＝1である。これら

の数値を弾力性の定義に代入すると，外国の輸出供給の価格弾力性は4となる。この逆

価格（ドル）

数量
（トン）O

a
b

2
120 tpF −=

120
2

120 tpH +=

160 80−= FF pEX

HH pIM −=160
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数は0.25で，最適関税の従価税率に等しい。 
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第 7 章 関税政策の応用分析 
 

 7-1  

 (1) 外国企業にとって，自国市場からの限界収入 MR と限界費用 MC が等しくなるとこ

ろで自国向けの生産量，すなわち自国の輸入量が決まる。この商品への国内需要𝐷𝐷はす

べて外国企業の自国向け生産量 y によって満たされるので， yD = となる。外国企業

の自国市場からの限界収入 MR は yyppMR )/( ΔΔ+= と表され， 160+−= yp と

1/ −=yp ΔΔ より， yMR 2160 −= となる（第 5 章第 2 節を参照）。または，自国市場

からの収入 yyyyp )160()( +−= を y について微分して yMR 2160 −= を得てもよい。

他方，限界費用 MC は 40 で一定なので， MCMR = より 60=y (個) となり，需要関

数から 100=p (円) となる。 
 (2) 自国の総余剰は自国の消費者余剰と等しく，1,800 円。 
 (3) 20+= MCMR より 50=y となり，需要関数から 110=p (円) となる。 
 (4) 100 円から 90 円に 10 円減少する。 
 (5) 自国の総余剰は，自国の消費者余剰 1,250 円と関税収入 1,000 円を合わせた 2,250

円。 
 (6) 450 円増加した。 
 

 7-2  

 (1)  自 国 企 業 の 利 潤 は { } yyyy F 10)(100π −+−= ， 外 国 企 業 の 利 潤 は

{ } FFFFF tyyyyy −−+−= 10)(100π 。 

 (2) 自国企業の利潤を y で偏微分して整理することで，自国企業の反応関数

45y 2
1 +−= Fy が得られる。同様に，外国企業の利潤を

Fy で偏微分して整理すること

で，外国企業の反応関数 22
1 45 tF yy −+−= が得られる。 

 (3) 次ページの図 A7-1 参照。 
 (4) 自国企業の自国市場への供給量は32個，外国企業の自国市場への供給量は26個であ

るので，自国市場への総供給量は58個となり，価格は42円となる。 
 (5) 自国の消費者余剰 1,682 円，自国企業の利潤 1,024 円，自国の関税収入 156 円を合

計して，自国の総余剰は 2,862 円となる。 
 (6) 自由貿易のときは，自国企業と外国企業の自国市場への供給量はともに 30 個なので，

自国市場への総供給量は 60 個，価格は 40 円となる。このとき，自国の消費者余剰は

1,800 円，自国企業の利潤は 900 円なので，総余剰は 2,700 円となる。従量税を 6 円だ

け課すことによって，総余剰は 162 円増加した。 
  



 19 / 25 
 

図 A7-1 練習問題 7-2 

 

 
 (7) 関税賦課による総余剰の増加分162円は，図7-3（教科書203ページ）の面積分

dgf −+ で表される。このうち，面積分 d は関税による消費面の非効率性であり，

この設例では2円である。また，面積分 f はレント・シフティング効果であり，この設

例では60円である。最後に，面積分 g は交易条件効果であり，この設例では104円で

ある。 
 (8) 外国の経済厚生は，この設例では外国企業の利潤のみで構成される。外国企業の利

潤は，自由貿易のときには900円，自国が従量税6円を課すときには676円なので，関税

によって外国の経済厚生は224円だけ減少した。 
 
 7-3  𝛼𝛼は財 1 の生産を 1 単位行うことによる環境悪化から被る国民の生活への満足度

の低下を，政府がどの程度考慮するかのパラメーターである。𝛼𝛼が高いほど，財 1 の生産

に伴う環境悪化が甚だしいか，国民の生活への満足度の低下が激しいか，政府が環境悪

化に敏感になっているか，そのうちのいくつかである。このとき，財 1 の生産をある程

度減らすことで )(1 tG を上昇させることができる。そのためには，財 1 の相対価格を低下

させる，すなわち財 1 の輸入に補助金を供与するのがよい。しかし，もし外国において

も財 1 の生産によって環境が悪化するのであれば，この政策によって自国の環境は改善

しても，外国の環境は悪化する。 

 

  

yF

y

自国（課税後と課税後で
変化はない）

外国（課税前）

外国（課税後）

O
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42
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90

45

 

自国（課税前と課税後で同じ） 
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第 8 章 数量制限と補助金政策 
 

 8-1  

 (1) 国内価格は p′，国内生産量は 1Q ，国内消費量は 2Q 。 
 (2) 消費者余剰は ba + ，生産者余剰は gc + ，総余剰は gecba ++++ 。 

 (3) 従量税の大きさは ∗−′ pp 。総余剰は輸入関税と輸入数量制限で同じであるが，領

域 e が輸入関税では政府の関税収入になり，輸入数量制限では輸入割当を受けた業者

のレントになるという違いがある。 
 (4) 国内価格は p′，国内生産量は 1Q ，国内消費量は 2Q 。 
 (5) 消費者余剰は ba + ，生産者余剰は gc + ，総余剰は gcba +++ 。 
 (6) 領域 eを，輸出自主規制では外国の輸出企業がレントとして受け取り，輸入数量制

限では割当を受けた自国の輸入業者がレントとして受け取る。 
 (7) 国内価格は ∗p ，国内生産量は 1Q ，国内消費量は 3Q 。 
 (8) 消費者余剰 fedcba +++++ ，生産者余剰 gc + ，総余剰 gfecba +++++ 。 
 (9) 生産補助金＞輸入関税＝輸入数量制限＞輸出自主規制 
 

 8-2  

 (1) 国内生産は 3Q ，国内消費量は 0Q 。 
(2) 消費者余剰はa，生産者余剰は ihgfdcb ++++++ ，補助金総額は edc ++ 。 

 (3) 輸出補助金が支給されるときの総余剰は eihgfba −+++++ ，自由貿易のとき

の総余剰は ihgfcba ++++++ であるので，輸出補助金によって総余剰は ec + だ

け減少する。 
 (4) 消費での非効率性（c）と生産の非効率性（e）。 
 
 8-3  
 (1) 自由貿易のときの国際価格は120ドル，外国の消費者余剰100ドル，外国の生産者余

剰は2,500ドル，外国の総余剰は2,600ドル。 
 (2) 補助金後の国際価格は110ドル，外国での国内価格は130ドル，外国での生産量は55

トン，外国での需要量は5トン。 
 (3) 消費者余剰は25ドル，生産者余剰は3,025ドル，総余剰は消費者余剰と生産者余剰の

和から輸出補助金の支出総額1,000ドルを引いた2,050ドル。 
 (4) 550ドル減少する。 
 

 8-4  

 (1) A企業の利潤は { } AAABA
A syyyyy +−+−= 10)(40π ， 
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B企業の利潤は { } BBBA
B yyyy 10)(40 −+−=π 。 

 (2)  
Aπ を Ay で微分して整理すると，A企業の反応曲線が 22

1 15 s
BA yy ++−= と求めら

れる。同様に， Bπ を By で微分して整理すると，B企業の反応曲線が 152
1 +−= AB yy と

求められる。これを図示したのが図A8-1である。A企業の反応曲線は，輸出補助金 𝑠𝑠 が

増加すると右にシフトすることがわかる。 
 

図A8-1 練習問題8-4 

 
 (3) 生産量は，A企業が10個，B企業が10個。価格は20ドル。総余剰は，A国で100ドル，

B国で100ドル。 
 (4) 生産量は，A企業が14個，B企業が8個。価格は18ドル。総余剰は，A国で112ドル，

B国で64ドル。 
 (5) 生産量は，A企業が22個，B企業が4個。価格は14ドル。総余剰は，A国で88ドル，

B国で16ドル。 
 (6) 適度な輸出補助金政策は自国の経済厚生を上昇させる。 

  

yB

yA

A企業の反応曲線

B企業の反応曲線

30+s

30+s
2

15

30O
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第 9 章 国際要素移動 
 

 9-1  2009 年末の日本の対外直接投資残高で検討する。まず，対外直接投資残高合計は

67.7 兆円で，地域別では，北米（21.4 兆円），アジア（17.3 兆円），ヨーロッパ（15.8 兆

円）の順に多い。業種別では，金融・不動産業（15.9 兆円），卸売・小売業（9.5 兆円），

輸送機械器具（6.6 兆円）の順に多い。次に，対内直接投資残高合計は 17.5 兆円であり，

対外直接投資残高の 4 分の 1 強しかない。地域別では，欧州（7.5 兆円）と北米（6.0 兆

円）で全体の 4 分の 1 強を占め，アジアからの投資は未だ少ない。業種別では，金融・

保険業（7.7 兆円）が圧倒的に多く，次いで電気機械器具（2.1 兆円），輸送機械器具（1.6
兆円）となっている。 

 
 9-2  

 (1) 6.0)/(4 KLMPK = 。ある L の値が与えられると，K が増加するにしたがって KL / は

減少し，MPK も減少する。 

 (2) 資本移動前は 150=K ， 100=L であるので，
6.0)/(4 KLMPKr == より，r はおお

よそ 3.14 となる。また，資本移動後は 100=K ， 100=L であるので，r は 4 となる。 
 (3) 資本移動前は 150=K ， 100=L であるので，

6.04.010 LKY = にこれらを代入して計

算すると，Y はおおよそ 1,176 となる。これが国内生産である。また，資本移動前は

外国からの資本賃貸料収入はないので，これは国民所得でもある。このうち，資本レ

ンタル約 3.14 と資本 150 単位の積である約 470 が資本所得で，残りの約 706 が労働所

得となる。 
 (4) 資本移動後は 100=K ， 100=L であるので，国内生産 Y は 1,000 となる。また，

外国からの資本賃貸料収入は資本レンタル 4と外国に移動した資本 50単位の積である

200 で，これを加えた 1,200 が国民所得となる。このうち，資本レンタル 4 と資本 150
単位の積である 600 が資本所得で，残りの 600 が労働所得となる。資本移動前と比べ

ると，国民所得は約 1,176 から 1,200 に増加し，資本所得も約 470 から 600 に増加し

ているが，労働所得は約 706 から 600 に減少している。 
 
 9-3 フィリピンもレソトも，外国で働く労働者からの送金の多さで有名である。2010

年の数字では，フィリピンの雇用者報酬受取額は約 51 億ドル，労働者送金受取額は約 162
億ドルで，労働者送金の方が多い。このことは，フィリピン人が外国で働く場合，そこ

に長期間滞在することが多いことを示している。なお，両者の合計は約 213 億ドルで，

これはフィリピンの国民総所得の約 10％である。 
  次に，レソトの雇用者報酬受取額は 2010 年は約 7.4 億ドル，同年の労働者送金受取額
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は約 0.1 億ドルで，雇用者報酬の方が圧倒的に多い。レソトは国土を完全に南アフリカに

囲まれており，レソト国内に生活基盤を置きつつ，日常的に，あるいは短期的に南アフ

リカで働いてくる労働者が多いことを，この数字は示している。なお，レソトの受取額

合計は約 7.4 億ドルで，これはレソトの国民総所得の約 30%を占めるほどに大きい。 
 

  



 24 / 25 
 

第 10 章 国際貿易システム 
 

 10-1  2011 年 7 月現在，日本は申立国として 14 件，被申立国として 15 件に関わった。

申立数 14 件のうち 8 件がアメリカを被申立国としたものであり，被申立数 15 件のうち

EU とアメリカがそれぞれ 6 件ずつで申立国となっている。また，申立数と被申立数の最

も多い国はともにアメリカで，それぞれ 97 件と 113 件である。 
 
 10-2  
 (1) 自由貿易のときには

CBA PPP == であるので，これを世界の超過供給の合計が 0
となる条件に代入すると， 03003 =−AP から 100=AP が得られる。このとき，A 国

は B 国から 20 トン，C 国から 40 トン輸入している。また，A 国の消費者余剰は 4,900
ドル，生産者余剰は 100 ドルで，これらを合計した総余剰は 5,000 ドルである。 

 (2) 最恵国待遇に基づく関税を課しているときには 30−== ACB PPP であるので，こ

れを世界の超過供給の合計が0となる条件に代入すると， 03603 =−AP から 120=AP
が得られる。このとき，A 国は B 国から 10 トン，C 国から 30 トン輸入している。ま

た，A 国の消費者余剰は 3,600 ドル，生産者余剰は 400 ドル，関税収入は 1,200 ドル

で，これらを合計した総余剰は 5,200 ドルである。 
 (3) A 国が B 国と RTA を締結しているときには

AB PP = ，
AC PP = ， 30−= AC PP で

あるので，これを世界の超過供給の合計が 0 となる条件に代入すると， 03303 =−AP
から 110=AP が得られる。このとき，A 国は B 国から 30 トン，C 国から 20 トン輸入

している。また，A 国の消費者余剰は 4,225 ドル，生産者余剰は 225 ドル，C 国から

の輸入より得られる関税収入は 600 ドルで，これらを合計した総余剰は 5,050 ドルで

ある。この RTA を締結することで，A 国が最恵国待遇に基づいて関税を課していたと

きと比べて，B 国の農産物輸出価格は 90 ドルから 110 ドルに上昇し（域内交易条件の

改善），B 国の経済厚生は増加する。他方，C 国の農産物輸出価格は 90 ドルから 80 ド

ルに下落し（域外交易条件の悪化），C 国の経済厚生は減少する。 

 
 10-3  
 (1) X 財が汚染集約的。B 国で労働 1 単位当たりの排出権供給量が多い。 
 (2) A 国では 3002 =+YX ，B 国では 4502 =+YX 。 
 (3) A 国では，X 財を 100 単位，Y 財を 100 単位生産する。B 国では，X 財を 200 単位，

Y 財を 50 単位生産する。 
 (4) A 国では 1.5，B 国では 1。 
 (5) 汚染集約的である X 財を輸出する。環境規制の緩やかな国は汚染集約的な財に比較

優位を持つ。 
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 10-4  
 (1) 自由貿易下における国内消費量は 140 個，国内生産量は 60 個，輸入量は 80 個。 
 (2) 自由貿易下における消費者余剰は 9,800 万円，生産者余剰は 1,800 万円，汚染によ

る損失額は 2,800 万円，総余剰は 8,800 万円。 
 (3) 最適な国内生産量は 60 個，最適な国内消費量は 120 個，そのときの総余剰は 9,000

万円。 
 (4) 輸入 1 個当たり 20 万円の従量税。そのときの国内生産量は 80 個，総余剰は 8,800

万円。総余剰の内訳は，消費者余剰 7,200 万円，生産者余剰 3,200 万円，関税収入 800
万円，汚染による損失額 2,400 万円（控除）。 

 (5) 消費 1 個当たり 20 万円の物品税。そのときの国内生産量は 60 個，総余剰は 9,000
万円。総余剰の内訳は，消費者余剰 7,200 万円，生産者余剰 1,800 万円，物品税収入

2,400 万円，汚染による損失額 2,400 万円（控除）。 
 (6) 国内財の消費と輸入財の消費から同一の環境汚染が発生するのであれば，輸入財を

差別的に扱う関税ではなく，両財を同様に扱う物品税によって，最適な資源配分が達

成される。 
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